
区　分 ページ 現　　行 備　考

総則 総則 ガソリンの

〔２〕 －７ 数値の訂正

積算基準

土木事業委託積算基準　の　改定・追加・訂正 適用年月日
（令和６年（2024年）10月１日以降積算基準日適用）

改　　定



区　分 ページ 現　　行 備　考

測量編 測標準 機械経費の

〔２〕 －４６ 改定

測量業務 3.5％⇒4.0％

標準歩掛

改　　定

適用年月日
（令和７年（2025年）１月１日以降積算基準日適用）土木事業委託積算基準　の　改定・追加・訂正



区　分 ページ 現　　行 備　考

測量編 測標準 機械経費の

〔２〕 －４７ 改定

測量業務 4.5％⇒5.0％

標準歩掛

材料費の

改定

19.0%⇒21.0%

土木事業委託積算基準　の　改定・追加・訂正 適用年月日
（令和７年（2025年）１月１日以降積算基準日適用）

改　　定



区　分 ページ 現　　行 備　考

測量編 測標準 機械経費の

〔２〕 －５２ 改定

測量業務 1.5％⇒1.0％

標準歩掛

改　　定

土木事業委託積算基準　の　改定・追加・訂正 適用年月日
（令和７年（2025年）１月１日以降積算基準日適用）



区　分 ページ 現　　行 備　考

調査計画編 計道調

〔２〕 －５７

道路調査

５． 単価表の訂正

橋梁定期点検 （安全費）

単価表の訂正

（安全費）

計道調

－５８

単価表の訂正

（安全費）

土木事業委託積算基準　の　改定・追加・訂正 適用年月日
（令和６年（2024年）10月１日以降積算基準日適用）

改　　定



区　分 ページ 現　　行 備　考

調査計画編 計道調

〔２〕 －６０

道路調査

５． 単価表の訂正

橋梁定期点検 （安全費）

計道調

－６１

単価表と

文言を統一

[直接人件費]

⇒[人件費]

改　　定

土木事業委託積算基準　の　改定・追加・訂正 適用年月日
（令和６年（2024年）10月１日以降積算基準日適用）



区　分 ページ 現　　行 備　考

調査計画編 計道調

〔２〕 －６５

道路調査

５．

橋梁定期点検

単価表の訂正

（安全費）

土木事業委託積算基準　の　改定・追加・訂正 適用年月日
（令和６年（2024年）10月１日以降積算基準日適用）

改　　定



総則 - 7

１－３ 旅費交通費

旅費交通費の留意事項

（１）往復旅行時間にかかる直接人件費の施工単価コードは次のとおりとする。

1-3-2-1 往復旅行時間にかかる直接人件費

現地滞在のための旅費 施工単価コード DXD97605

設計（打合せ）協議に伴う旅費（ライトバン使用） 施工単価コード DXD97615

設計（打合せ）協議に伴う旅費（一般交通使用） 施工単価コード DXD97625

関係機関との打合せに伴う旅費（ライトバン使用） 施工単価コード DXD97635

関係機関との打合せに伴う旅費（一般交通使用） 施工単価コード DXD97645

（２）旅費交通費の積算上起点は次を参考とする。

旅費交通費の積算上起点（参考）

種 別 積 算 の 基 地

建設管理部所在地の市役所等と江別市、岩見沢市、滝川市、深川市、登別市、苫
測 量 業 務

小牧市、士別市、北見市、幕別町など

地質調査業務 建設管理部所在地の市役所等と北見市など

建設管理部所在地の市役所等と岩見沢市、滝川市、深川市、苫小牧市、北見市、
設 計 業 務

幕別町など

(注）上表を参考にし、業務内容を考慮して別途積算起点を決定すること。

１－３－３ 旅費交通費の率を用いない積算

（１）ライトバン運転費

1-3-3-1 ライトバン（１．５Ｌ）距離別運転（往復） （１往復当り）

片道距離 ２ｋｍ １２．５ ３０ｋｍ ６０ｋｍ １００ｋｍ １２５ｋｍ １５０ｋｍ
以上 ｋｍ以上 以上 以上 以上 以上 以上～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

１２．５ ３０ｋｍ ６０ｋｍ １００ｋｍ １２５ｋｍ １５０ｋｍ ２００ｋｍ
名 称 ｋｍ未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満

ガ ソ リ ン (１.１L) (２.４L) (４.９L) (８.６L) (１２.２L) (１４.９L) (１８.９L)

時 間 損 料 (０.４ｈ) (０.９ｈ) (１.８ｈ) (３.２ｈ) (４.５ｈ) (５.５ｈ) (７.０ｈ)

日 損 料 １日 １日 １日 １日 １日 １日 １日

1-3-3-2 ライトバン（１．５Ｌ）距離別運転（行程） （行程当り）

行 程 ４ｋｍ ２５ｋｍ ３０ｋｍ ６０ｋｍ １００ｋｍ１５０ｋｍ ２００ｋｍ ２５０ｋｍ ３００ｋｍ ３５０ｋｍ
以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

２５ｋｍ ３０ｋｍ ６０ｋｍ １００ １５０ｋｍ ２００ｋｍ ２５０ｋｍ ３００ｋｍ ３５０ｋｍ ４００ｋｍ
名 称 未満 未満 未満 ｋｍ未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満

ガソリン (１.１L) (１.６L) (２.４L) (４.３L) (６.８L) (９.５L) (１２.２L) (１４.９L) (１７.６L) (２０.３ L)

時間損料 (０.４ｈ) (０.６ｈ) (０.９ｈ) (１.６ｈ) (２.５ｈ) (３.５ｈ) (４.５ｈ) (５.５ｈ) (６.５ｈ) (７.５ｈ)

日 損 料 １日 １日 １日 １日 １日 １日 １日 １日 １日 １日

令和６年(2024年)10月１日 
以降積算基準日適用

065284
長方形
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７（１）．用地測量標準歩掛

７－１ 用地測量

７－１－３ 境界確認

7-1-3-1 用地幅杭設置測量（用地測量）

施工単価コード DXA20013～DXA20015

所 要 日 数 内 編 成 延 人 日 数

外
標 準 作 業 測 測 測 測 測 測 測 測 測 測 測 測 測 測 測

量 量 量 量 量 業 量 量 量 量 量 量 量 量 量 量
作業量 工 程 主 技 技 助 補 主 技 技 助 補 主 技 技 助 補

任 師 師 手 助 区 任 師 師 手 助 任 師 師 手 助
技 補 員 技 補 員 技 補 員
師 分 師 師

０.７ １.１
座標計算 ０.７ １.１ 内 １ １

(０.７) (１.１)

１.９ １.９ １.９
測定設置 １.９ １.９ １.９ 外 １ １ １

(１.９) (１.９) (１.９)

１.０
杭打図作成 １.０ 内 １

(０.０)

用地幅杭
１.５ １.５ １.５

１ｋｍ当り 点間測量 １.５ １.５ １.５ 外 １ １ １
(０.０) (０.０) (０.０)

(辺長測定)

１.０ １.０
点検整理 １.０ １.０ 内 １ １

(１.０) (１.０)

３.４ ３.４ ３.４
内 外業計 ３.４ ３.４ ３.４ 外

(１.９) (１.９) (１.９)

１.７ ３.１
訳 内業計 １.７ ３.１ 内

(１.７) (２.１)

５.１ ６.５ ３.４
合 計 ５.１ ６.５ ３.４

(３.６) (４.０) (１.９)

（ ）は、標準作業から 使 用 機 械 及 び 材 料 直接人件費に対する 精度

杭打図作成及び用地幅杭 割合 （％）
管理

点間測量を除いたもの。
品 名 規 格 単位 数量 機 械 通信運

材料費 費率
経 費 搬費等

トータルステ ３級 台日 ３.４
ーション

電子計算機 パーソナルコンピュータ 台日 １.１

ライトバン １.５L 日損料 台日 ３.４

時損料 台時 ６.８ ４．０ ６．５ － －

雑 器 材 式 １

木 杭 ６.０㎝×６.０㎝×６０㎝ 本 １３７

ガ ソ リ ン ２.７L×６.８ｈ L 18.3

雑 費 式 １

(注）１．用地幅杭で、コンクリート杭を使用する場合は、別途計上する。

２．用地幅杭を片側のみ設置する場合においても、同一歩掛とする。

３．この歩掛は用地測量（使用地を含む）に適用する。

４．使用地測量の場合は、標準作業から杭打図作成及び用地幅杭点間測量を除いたものとする。

５．使用地測量について、用地測量と同時発注する場合は、使用地測量の変化率（×０.７)を適用する。

６．本歩掛には、関係機関打合せ協議（道路使用許可証の提出、選点時の土地所有者との協議・立会）

及び関係機関協議資料に係る作業時間も含む。

令和７年(2025年)１月１日 
以降積算基準日適用

065284
長方形
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７－１－４ 境界測量

7-1-4-1 用地境界杭（金属標）設置

施工単価コード DX221701

所 要 日 数 内 編 成 延 人 日 数

外
作 業 標 準 測 測 測 測 測 測 測 測 測 測 測 測 測 測 測

量 量 量 量 量 業 量 量 量 量 量 量 量 量 量 量
工 程 作業量 主 技 技 助 補 主 技 技 助 補 主 技 技 助 補

任 師 師 手 助 区 任 師 師 手 助 任 師 師 手 助
技 補 員 技 補 員 技 補 員
師 分 師 師

用地境 ０.５ ０.５ 内 １ １ ０.５ ０.５

界杭
１０本

(金属標) １.２ １.２ ０.３ 外 １ １ １ １.２ １.２ ０.３
当 り

設 置

１.７ １.７ ０.３ 計 １.７ １.７ ０.３

使 用 機 械 及 び 材 料 直接人件費に対する 精度

割合 （％）
管理

品 名 規 格 単位 数量 機 械 通信運
材料費 費率

経 費 搬費等

トータルステ ３級 台日 １.２
ーション

ライトバン １.５L 日損料 台日 １.２

〃 時損料 台時 ２.４
５.０ ２１.０ － －

雑 器 材 式 １

ガ ソ リ ン ２.７L×２.４ｈ L ６.４

金 属 標 φ８ｃｍ×９ｃｍ 本 １０

×１.５ｃｍ

雑 品 式 １

(注）１．１０本当りを標準とする。

２．コンクリート用地境界杭を金属標に換えて設置する場合に適用する。

３．１－５－９ 用地境界杭設置の変化率（立会を含める場合の変化率）を適用することができ

る。

４．本歩掛には、関係機関打合せ協議（道路使用許可証の提出、選点時の土地所有者との協議・立会）

及び関係機関協議資料に係る作業時間も含む。

7-1-4-2 境界標見出しポール埋設

施工単価コード DXA20016

（１本当り）

標 準 測 量 内外業
作 業 工 程 仕様材料品名、規格 備 考

作 業 量 補助員 区 分

境界標見出し 見出しポール（亜鉛メッキ仕上げ)
１本当り ０.０３ 外

ポ ー ル 埋 設 ３８φ× １．８０

(注）１．境界標設置箇所に必要に応じ計上する。

令和７年(2025年)１月１日 
以降積算基準日適用

065284
長方形
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7-1-10-3 地積測量図転写（未整理用地）

施工単価コード DXA20120

所 要 日 数 内 編 成 延 人 日 数
外

作 業 標 準 測 測 測 測 測 測 測 測 測 測 測 測 測 測 測
量 量 量 量 量 業 量 量 量 量 量 量 量 量 量 量

工 程 作業量 主 技 技 助 補 主 技 技 助 補 主 技 技 助 補
任 師 師 手 助 区 任 師 師 手 助 任 師 師 手 助
技 補 員 技 補 員 技 補 員
師 分 師 師

地積 1,000 ０.３ ０.３ 内 １ １ ０.３ ０.３

測量図 ｍ ０.１ ０.１ 外 １ １ ０.１ ０.１

転写 当 り ０.４ ０.４ 計 ２ ２ ０.４ ０.４

使 用 機 械 及 び 材 料 直接人件費に対する
精度

割合 （％）
管理

品 名 規 格 単位 数量 機 械 通信運
材料費 費率

経 費 搬費等

ライトバン １.５L 日損料 台日 ０.１

〃 時損料 台時 ０.２

雑 器 材 式 １ １.０ ０.５ － －

ガ ソ リ ン ２.７L×０.２ｈ L ０.５

雑 品 式 １

（注）１．地域に関係なく未整理用地調査の筆数の変化率を使用する。

２．閲覧料を計上できる。（標準は閲覧料４７筆／ｋｍ）

３．法務局備え付けの複写機を使用することとする。

7-1-10-4 色分図原図作成（未整理用地）

施工単価コード DXA20130

所 要 日 数 内 編 成 延 人 日 数
外

作 業 標 準 測 測 測 測 測 測 測 測 測 測 測 測 測 測 測
量 量 量 量 量 業 量 量 量 量 量 量 量 量 量 量

工 程 作業量 主 技 技 助 補 主 技 技 助 補 主 技 技 助 補
任 師 師 手 助 区 任 師 師 手 助 任 師 師 手 助
技 補 員 技 補 員 技 補 員
師 分 師 師

色分図 10,000 ０.２ ０.２ ０.２ ０.２ 内 １ １ １ １ ０.２ ０.２ ０.２ ０.２

原図 ｍ２ 外

作成 当 り ０.２ ０.２ ０.２ ０.２ 計 １ １ １ １ ０.２ ０.２ ０.２ ０.２

使 用 機 械 及 び 材 料 直接人件費に対する
精度

割合 （％）
管理

品 名 規 格 単位 数量 機 械 通信運
材料費 費率

経 費 搬費等

雑 器 材 式 １
－ ０.５ － －

雑 品 式 １

（注）１．縮尺の変化率及び未整理用地調査の筆数の変化率を使用する。

令和７年(2025年)１月１日 
以降積算基準日適用

065284
長方形
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５－２－４ 標準歩掛

5-2-4-1 計画準備

施工単価コード DXC13101

（１橋当り）

職 種 直接人件費 直接経費

区 分 技師長 主任技師 技師 (Ａ ) 技師 (Ｂ ) 技師 (Ｃ ) 技術員 安全費

計画準備 ０ .５ ０ .３ ０ .４ 人件費

×１５％

注）15m未満の橋梁については、標準歩掛に0.8を乗じて低減する。

5-2-4-2 関係機関との協議資料作成

施工単価コード DXC13102

（１０機関当り）

職 種 直接人件費 直接経費

区 分 技師長 主任技師 技師 (Ａ ) 技師 (Ｂ ) 技師 (Ｃ ) 技術員 安全費

協議資料の収集 ３ .０ ３ .０ 人件費

×

協議資料の作成 ４ .０ ２ .５ １ .５ １５％

合計 ７ .０ ５ .５ １ .５

注）１．協議資料の収集は、関係機関協議及び資料の収集、提出を行うもので、

協議資料の作成は、協議用資料及び説明用資料に整えるものである。

２．協議資料の収集には移動時間も含む、なお、移動に必要な経費は、別途計上すること。

３．機関数は、協議資料作成を行う機関にて計上する。

４．関係機関とは、占用関係機関（河川管理者、JR北海道）またはこれに類する機関（森林管理署、漁業

組合など）とする。

令和６年(2024年)10月１日 
以降積算基準日適用

065284
長方形
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5-2-4-3 定期点検

施工単価コード DXC13103 ～ DXC13104

（１橋当り）

職 種 直接人件費 直接経費

区 分 技師長 主任技師 技師 (Ａ ) 技師 (Ｂ ) 技師 (Ｃ ) 技術員 安全費

現橋調査 １ .０ １ .０ １ .０ 人件費

×

点検調書の作成 ０ .１ ０ .４ １ .０ ０ .８ １ .２ １５％

合計 ０ .１ ０ .４ ２ .０ １ .８ ２ .２

注）１．現橋調査は、打音検査（第三者被害予防措置）を含まない上下部構造の点検歩掛である。

２．上記歩掛には、橋梁間の移動時間、調書作成のための簡易な現地計測も含む。

３．仮設費（作業用足場等近接手段）は別途計上する。

４．夜間作業で深夜に点検を行う場合は、深夜割り増しを行う。

５．横断歩道橋は、1橋当りとする。

（１）定期点検の補正

設計条件が標準歩掛と異なる場合は、以下の補正係数を乗じて歩掛の補正を行う。

Ｓ＝Ａ×Ｋ１×Ｋ２×Ｋ３×Ｋ４×Ｋ５

Ｓ：補正後の歩掛

Ａ：標準歩掛

Ｋｎ：各項目の補正係数

表１ 対象補正係数

Ｋ１ Ｋ２ Ｋ３ Ｋ４ Ｋ５

現況調査 ○ ○ ○ ○ ○

点検調書の作成 ○ － ○ ○ ○

注）特殊な形状の橋(斜張橋等)については、別途見積により対応すること。
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５）径間数による補正(Ｋ５)

２径間以上で橋種が同じ場合は、径間数に応じて歩掛の補正を行う。

ｎ：径間数

表６ 径間数による補正係数（Ｋ５）

同一橋種の径間数 補正係数

１径間 １.０

２径間以上 １＋(ｎ－１)×０.７

注）１．補正係数は少数第二位を四捨五入して、少数１位止めとする。

５－２－５ 第三者被害の予防設置

5-2-5-1 打音検査

施工単価コード DXC13105

（１日当り）

職 種 直接人件費 直接経費

区 分 技師長 主任技師 技師 (Ａ ) 技師 (Ｂ ) 技師 (Ｃ ) 技術員 安全費

打音検査 １ .０ １ .５ １ .０ 人件費

×１５％

注）１．作業用足場等近接手段は別途計上すること。

２．足元条件は表６によるものとする。なお、1橋梁で複数の足元条件となる場合は、支配的な足元条件を

適用する。

３．検査橋梁が複数ある場合は、橋梁毎の検査日数を定めるものとする。

４．歩掛には、橋梁間の移動も含む。

５．打音検査面積および検査日数は、少数第1位（小数第２位を四捨五入）とする。

６．夜間作業で深夜に点検を行う場合は、深夜割り増しを行う。

1橋当りの点検日数Ｄ（日/橋）は、以下の算定式により算出する。

なお、1日＝8時間（h）とする。

Ｄ＝ ＋Ｄm

ΣＡ：打音検査面積（㎡）

上部工 A1＝橋長×総幅員（地覆外縁間距離）

下部工 A2＝対象幅×高さ

下路橋（アーチ橋、トラス橋など）や斜張橋等の特殊な橋梁は、別途考慮する。

Ｙo：１時間当たりの基準作業量（㎡/h）

Ｙo＝3.22×ΣＡ0.57 （ただし、Ｙoは最大作業量260㎡/hまでとする。）

Ｋ６：足元条件係数

Ｄm：橋梁間の移動時間 Ｄm＝0.1（日/橋）時間

(8× Yo)× K6

ΣA
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表７ 足元条件係数（Ｋ６）

足下条件 補正係数 足下条件 補正係数

地 上 １.１ 点 検 車 １.０

リフト車 １.１ 足 場 １.１

梯 子 ０.７ 船 上 １.０

５－２－６ その他

（１）打合せ

中間打合せの回数は１回を標準とし、必要に応じて打合回数を増減する。打合せ回数を増減する場合は

１回当たり、中間打合せ１回の人員を増減する。

（２）機械経費

定期点検において、リフト車・橋梁点検車等を使用する場合は、機械運転経費を計上する。

施工単価コード DXC13106

（１日当り）

名 称 規 格 単位 数量 備考

運転手 一般(又は特殊)運転手 人 １

燃料費 軽油 ℓ 日当り稼働時間×４.６

橋梁点検車賃料 ＢＴ-２００相当 日 １.４

注）１．運転手の職種については、リフト車規格｢作業床高10m以上｣及び橋梁点検車等のうち｢高所作業10m以

上｣等の技能講習資格が必要な場合は特殊運転手、｢作業床高10m未満｣の場合は、一般運転手を計上する。

２．橋梁点検車賃料は、リース等に応じて賃料を計上する。

３．運転日数については8h/日作業時間とし、1橋当りの作業日数は｢1-4-4定期点検の補正｣式 Ｓ＝

Ａ×Ｋ1×Ｋ2×Ｋ3×Ｋ4×Ｋ5の内、Ｋ1×Ｋ2×Ｋ3×Ｋ4×Ｋ5＝作業日数として計上する。ただし、第三

者被害の予防措置として打音検査を行う場合は、作業日数に打音検査の点検日数Ｄを加えることとする。

（３）安全費

１）保安施設

点検区間、交通量、交通状況その他現地の状況を勘案した保安施設（交通規制機材）の費用を計上する。

保安機材賃料の最低保証期間は15日のため、賃貸期間が15日未満の場合でも15日分の賃料を計上する。

保安機材とは、ラバーコーン、コーンバー、矢印板、サインライト、回転灯、立看板、発電機、運搬用車

両等を示す。

２）交通誘導警備員

車両および歩行者等の通行規制を行う場合は、必要に応じて交通誘導警備員を計上すること。

３）安全費の積算

（安全費）＝（点検業務の人件費）× １５％ として計上する。

注）１．上記には、保安施設、交通誘導警備員を含む。それ以外は別途計上すること。

２．点検箇所が複数の場合で安全対策上必要な経費の有無が混在する場合でも適用できる。

令和６年(2024年)10月１日 
以降積算基準日適用

065284
長方形



計道調 - 65

（５）塗膜サンプル採取

１）適用範囲

構造物点検及び補修設計等に行なう、塗膜サンプル採取の手工具による工法に適用する。

２）作業対象

本歩掛に含まれる作業内容は、採取箇所の清掃作業、採取用具の取付作業、用具による塗膜採取、塗膜採

取後の回収作業、用具の取外し作業、塗膜採取後の鋼材面補修を対象とする。

施工単価コード DXC13107

（１箇所当り）

人 件 費
区 分

技 師 長 主 任 技 師 技 師 技 師 技 師 橋梁塗装工
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

塗膜サンプル採取 ０.５ ０.５

使 用 機 械 及 び 材 料 上記人件費に対する割合（％）

機 械 通信運
品 名 規 格 単位 数 量 材料費 安全費

経 費 搬費等

塗膜採取専用用具 専用塗膜採取用具 枚 １

工 具 費 ケレン棒２０㎜ 式 １
３４．０

塗膜採取専用用具＋工具費の6.5％ － － １５.０
消耗工具費 式 １ (４１.６)

補修塗料費含む(変性ｴﾎﾟｷｼ下塗１回)

(分析用残検体等
（ ペール缶（ＵＮ規格） ） (缶) (１)

収納用金属容器）

※ （ ）内は採取塗膜にＰＣＢが含有している場合に適用する。

注）１．仮設費（作業用足場等近接手段）が必要な場合は別途計上すること。

２．採取塗膜の処理（運搬・処分）に係る費用は含まれる。（ＰＣＢ含有塗膜以外）

３．清掃作業から補修作業までは同日作業とする。
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